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政府システムに関する取組

内閣官房 情報通信技術総合戦略室の資料をもとに作成

デジタル社会に対応したデジタル・ガバメントを目指し、各府省及び政府全体のICTガバナンスを強化するため、
内閣官房において、政府情報システムの整備・管理の手順、各組織の役割等を定める体系的な政府共通ルール
として「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン群」を整備。
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地方自治体のシステムに関する取組②

自治体DX推進計画における「重点取組事項」（前半）

３



地方自治体のシステムに関する取組③

自治体DX推進計画における「重点取組事項」（後半）等
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医療分野における取組②

○現在、全国に約270のHERが存在するが、多くは一方向の情報閲覧であることや運用コストが大きさ等により、施設
や患者の参加率が低く、活用が十分に進んでいないこと等が課題。

○これら課題を解決するため、総務省ではクラウド活用型の双方向かつ低コストなHERの整備事業に対して補助を行う
等の取組を実施。

総務省の資料をもとに作成

地域医療情報連携ネットワーク（EHR）の高度化に向けた取組
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金融分野における取組①

○機微情報を取り扱う金融機関の情報システムについて、従来は金融機関毎にオンプレミスのシステムとして運用し、
自社・事業者内で高いセキュリティを保持していた。

○一方で、国内メガバンクの１つが新規システム導入をクラウドで対応する方針を決め、2018年に40以上のシステムを
クラウドに移行した事例がある等、近年クラウドが活用されつつある。

○（公財）金融情報システムセンター（FISC）の安全対策基準が改定され、クラウドサービス事業者のサービスがFISC
安全対策基準に沿っているかを公開する等の取組が始まったことで、金融機関がクラウドサービスの導入に前向き
であるとのこと。

業態別クラウドサービスの利用状況

クラウドサービスの基幹業務系システムでの利用

業務全体でのクラウド導入は進んでいるものの勘定系システム
を含む基幹系システムへの導入は進んでいない。 日本銀行、FISCの資料をもとに作成

FISCの安全対策基準・解説書

クラウド利用については、「クラウドサービスの利用及びサイ
バー攻撃対応等に関する有識者検討会」（FISC）の結果を踏
まえて、安全対策基準第９版（平成30年３月）より記載。
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金融分野における取組②

○IoT、ビッグデータ、AI等の最新のICTを金融サービスに活用する取組である「FinTech」が加速。

○金融庁では、ブロックチェーンやAIの検討、銀行や仮想通貨に係る制度改正、決済インフラにおけるXML電文への
移行、オープンAPIの整備など、金融分野におけるICT環境の整備を推進。

金融庁の資料をもとに作成 10


